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事業概要
（5行程度以内）

全国において、幼児・児童の保護者等を対象にアンケート調査を実施し、自転車用ヘルメット着用状況及び保護者・児
童の意識等を調査し、回収した調査票を基に専門的な分析を行い、幼児・児童のヘルメット着用の促進を図る。

実施状況

インターネットアンケートモニターの中から、６歳未満の子と同居している保護者、６歳以上１３歳未満の子と同居してい
る保護者及びその子を対象に絞り込みを行うとともに、３，０００サンプルを特定の地域・人口規模の市区町村に偏らな
いように全国に配分した上でアンケート調査を実施し、クロス集計、過去２回の調査結果との比較を行いながら結果を分
析した。

予算の状況

19年度 20年度 21年度 22年度

執行額 2 3 2

交通企画課
交通企画課長
入谷　　誠

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計
画、通知等

－

23年度要求

予算額(補正後） 2 8 6 2

会計区分 一般会計 上位事業 交通警察

行政事業レビューシート　サブシート

事業番号 当初 ５－４

予算事業名 幼児・児童の自転車用ヘルメット着用等状況調査
事業開始
年度

平成１９年度 作成責任者

担当部局庁 警察庁 担当課室

計 2

自己点検
（使途の把握水
準や見直しの余

地等）

本事業については、警察庁が直接契約していることから、支出先を把握している。
本事業は、今後の幼児・児童のヘルメットの着用促進、義務化等について必要な調査研究であることから引き続き実施
する必要がある。
本実施にあたっては、一般競争入札で行っており、今後も競争性の高い契約の実施に努めることとしている。

資金の流れ
／

費目・使途

Ａ．ＮＴＴレゾナ  株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

人件費等 主任技師等 2

2 3 2

執行率 100% 30% 35%

予算の状況
（単位:百万円）

執行額 2 3 2

総事業費(執行ベース)

Ａ．ＮＴＴレゾナ 株式会社
２百万円

受託した調査研究事業を実施

警察庁
２百万円

調査研究事業を委託

【一般競争入札】



幼児・児童向け自転車用ヘルメット着用等状況調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車事故による死者のうち６５％が頭部損傷 

第８次交通安全基本計画で自転車同乗時の幼児のヘルメット着用促進について規定 

 ○ 全国の幼児の保護者約１万人を 

対象にアンケート調査 

 ○ 回収データの入力、集計、分析 

 ○ 結果報告書の作成 

児童及び児童の保護者を対象に追加 
◇ 全国の幼児の保護者、児童、児童の保護者 
各１万人を対象にアンケート調査 
◇ 回収データの入力、集計、分析 
◇ 結果報告書の作成 

平成１９年度 平成 20年度、平成21年度 

道路交通法改正 

幼児のほか、児童についてもヘルメットを着用 
させるよう保護者に対する努力義務規定 

自転車同乗幼児の安全対策に 
関する社会的関心の高まり  

自転車乗車時のヘルメット着用促進の必要性 


